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1 CBの概要 

①

②

③

④

② 陸上風力発電所および洋上風力発電所の建設を目的とした風力発電事業子会
社への投融資資金として、2021年３月までに約490億円を充当

資金使途

償還日

社債の利率 本社債には利息は付さない

2022年12月5日

時価を上回る転換価額を設定することで、株式への転換は、主に、将来の株価
上昇など、株主価値が向上する局面で進捗するものと想定されることから、
転換に伴う1株あたり価値の希薄化抑制が図られる

石油精製と石油化学との留分の相互融通等によるシナジー強化および省エネや
保全費削減等による競争力強化、ならびに高付加価値製品の拡充を目的とした
石油化学事業子会社への投融資資金として、2021年３月までに約110億円を
充当

①

項目 概要

利息を付さずに(ゼロ･クーポン)発行するため、資金調達コストの低減が可能

海外市場の投資家が対象となることから、資金調達手段の多様化に寄与し、
今後の資金調達戦略の柔軟性向上が期待できる

株式への転換促進を企図した付帯条項を付与し、株式への転換を促進すること
で、将来的に株式に転換された場合には、財務基盤の一層の強化・充実に寄与

名称

社債総額

払込期日及び発行日

2022年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債

600億円

2018年12月5日

メリット



2 CBによる資金調達により、次期中期以降の財務基盤の一層強化を企図 

 将来に向けた成長ドライバー「Oil＆Newの“New“」強化のため、投融資資金の確保 
 当面の資本強化は中計施策実施による利益の積み上げで充当 



3 キャッシュ・フローマネジメント 

① 中計期間全体におけるキャッシュバランスについて、従来方針に変更は無い 
② 従って、今回のCB発行は財務キャッシュ・フロー内での資金調達方法の組み換え 
③ 従来計画より有利子負債を増加させる意図はない 

キャッシュバランスと資金使途（2018年度～2022年度） 

(単位：億円) 
(1)営業C/F 5,350

(2)投資C/F　 △ 3,600

(3)フリーC/F(1)+(2) 1,750

(4)財務C/F △ 1,750

(財務C/F：内訳)

借入返済 △XXXX

借入調達 +XXXX

CB発行調達 +600

配当金 △XXX

✓19年度、20年度の投資の内、

主として事業ポートフォリオ変革の

目玉である石油化学、風力発電

事業にCBによる調達資金

600億円を充当

✓中計からの変更なし

一部 組み替え



4 －将来の見通しに関する記述についての注意事項－ 
 

本書の記述及び記載された情報は、「将来の見通しに関する情報」（準拠する日本の証券法における意義の範囲
内で）にあたります。かかる記述や情報（以下、合わせて「将来の見通しに関する記述」）は、将来の出来事や当社
の将来の業績、事業見通しあるいは事業機会に関連するものです。将来の見通しに関する記述は、将来の業績予
想、未確定の推定量及び経営者がおいた前提に基づく、埋蔵量・資源量の評価、将来の生産水準、将来の設備
投資や探査・開発活動への設備投資配分、将来の掘削・その他探査・開発活動、最終的な埋蔵量・資源量の回収
、特定鉱区の探査・開発・予想生産能力への到達時期などに関する記述を含みますが、これらに限定されるもので
はありません。  
 

過去の事実以外のあらゆる記述が将来の見通しに関する記述になる可能性があります。確認及び推定埋蔵量・資
源量の評価に関する記述も将来の見通しに関する記述の対象となり、その埋蔵量・資源量について経済的に開発
が可能であるという特定の前提に基づく結論を反映しているとみなされる可能性があります。予想、期待、考え、計
画、予測、目標、前提、将来の出来事や業績に関する議論について示す・関するあらゆる記述（ 「目指す」、「想定
する」、「計画する」、「継続する」、「予測する」、「期待する」、「可能性がある」、「するだろう」、「予想する」、「予見す
る」、「潜在的な」、「狙う」、「意図する」、「ありうる」、「しかねない」、「するはずだ」、「思う」等の言葉や言い回し、そ
の他類似する表現が使われることが多いですが、必ず使われるわけではありません) は、過去の事実の記述ではな
く、「将来の見通しに関する記述」である可能性があります。将来の見通しに関する記述には、かかる将来の見通し
に関する記述で予想されたものとは大きく異なる実際の結果や出来事を引き起こす可能性がある既知及び未知の
リスク、不確実性並びにその他要因を伴います。 
 

これらの将来の見通しに関する記述に反映された期待は合理的なものであると当社は考えますが、これらの期待
が正しいとの保証はなく、このような将来の見通しに関する記述に過度に依拠すべきではありません。適用法令に
より義務付けられている場合を除き、当社はこれらの将来の見通しに関する記述を更新するつもりはなく、またその
義務を一切負いません。 
 

これらの将来の見通しに関する記述は、とりわけ、原油価格の変動、探査・開発活動の結果、付保されていないリ
スク、規制の変更、権原上の瑕疵、資材や設備の有無、政府その他の規制承認等の適時性、設備の実際の稼動、
合理的な条件での資金調達の有無、仕様や期待に関連する外部サービス提供者、設備及びプロセスの有無、並び
に操業における予期せぬ環境的な影響を含む様々な事項に関するリスクと不確実性を伴います。実際の結果は、
かかる将来の見通しに関する記述に明示あるいは黙示された内容と大きく異なる場合があります。 


